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平成29年度の学園の概要は次の通りであった。

１．校地・校舎
年 度 初 年 度 末
平成 29年 4月 1日 平成30年3月31日

大 学 32,325.56㎡ 32,325.56㎡ 0.00㎡
幼 稚 園 3,472.87㎡ 3,472.87㎡ 0.00㎡
白根ｾﾐﾅｰﾊｳｽ 7,374.29㎡ 7,374.29㎡ 0.00㎡

登戸ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 15,867.61㎡ 15,867.61㎡ 0.00㎡ ｸﾗﾌﾞﾊｳｽ敷地含む

計 59,040.33㎡ 59,040.33㎡ 0.00㎡

年 度 初 年 度 末
平成 29年 4月 1日 平成30年3月31日

大 学 28,113.52㎡ 29,005.30㎡ 891.78㎡
幼 稚 園 1,872.88㎡ 1,872.88㎡ 0.00㎡
白根ｾﾐﾅｰﾊｳｽ 898.28㎡ 898.28㎡ 0.00㎡
登戸ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 443.14㎡ 443.14㎡ 0.00㎡

計 31,327.82㎡ 32,219.60㎡ 891.78㎡

２．設置学校 入学定員 収容定員

高千穂大学 230人 920人

230人 920人

70人 280人
20人 80人

40人 80人
5人 15人

230人

３．学生・園児数     （    ）は卒業・卒園・修了・単位取得満期退学数（内数）     （単位  人）
年 度 初 年 度 末

H29.5.1 H30.3.31
退学 1

30
(30)
2
(1) 除籍2

博士後期１年 5 0 0 0 退学 1 
博士後期2年 5 2 2 0

0
(2)

65 退学 2
(33) 除籍2

退学  23
除籍  4

退学  23
除籍  9
退学  6
除籍 4
再入学 1

348 退学 6
除籍 5

(303) 留年･留籍45
55 退学 10

除籍 3
(40) 9月卒業  3

留年･留籍15
退学  58

2,200 1,921 1,826 除籍  23
9月卒業 7
留年･留籍60
再入学 1

３歳児 110 110 0
４歳児 105 105 0

104 △ 1
(104)
319 △ 1
(104)

320

幼
稚
園

５歳児 105

合計 230

△ 95

５年以上 71
△ 16

学 園 の 概 要

合計
定員充足率 87.3% (343)

３年 550 401 392 △ 9

４年 550 359 △ 11

616 589 △ 27

２年 550 474 442 △ 32

0 0 0

合計 95 71 △ 6

0

修士留年 5 △ 3

博士後期3年 5 2 △ 2

増減内訳

大
 
 
学
 
 
院

修士１年 40 32 31 △ 1

修士2年 40 30

増減

増減
校地

学年 定員 増減

                           博士後期課程

大学院経営学研究科修士課程

経営学部経営学科

商学部商学科

校舎

高千穂幼稚園

人間科学部人間科学科人間科学専攻

                           児童教育専攻

博士後期留年

学
 
 
 
 
 
部

１年 550
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４．教職員・事務職員の採用・退職状況 （単位  人）
H29.4.1 H29.4.1 H29年度 H29年度 H29年度末

採用 在職者 中途採用 中途退職 在職者
教授 0 40 0 1 39
准教授 1 15 0 0 15
助教 4 9 0 0 9

兼任講師 12 76 0 0 76
大学計 17 140 0 1 139

4 11 0 0 11
        教 育 職 員 計 21 151 0 1 150

0 2 0 0 2
1 36 0 0 36
0 1 0 0 1
1 39 0 0 39

役員 理事   11名 うち、教育職員（兼任講師を含む）・事務職員を兼ねる者7名
評議員  30名
監事     2名

  
５．身分の昇格（平成29年４月１日）  

人数 人数

2 0
0 1
2 0

0
1
1
3
6

６．給与の改定
H29年度 【参考】H28年度

ﾍﾞｰｽ・ｱｯﾌﾟ 0.00% 0.00%
定期昇給 102.13% 102.30%

計 102.13% 102.30%

７．職員福利厚生関係
(1)表彰 執行額 1,400,000 円
   永年勤続者 30年 1名

20年 2名
10年 7名
合計 10名

(2)慶弔等 執行額 140,000 円
    結婚祝金 3 60,000円

  出産 2 20,000円
    弔慰金 3 60,000円

合計 8件 140,000円

(3)健康管理（学校保健安全法第１５条） 執行額 4,751,860 円
  定期健康診断 106名
  実施時期
  受診率  92.9%

(4)親睦 執行額 2,707,537 円
   学園懇親旅行 2,707,537円 （H30.3.3～3.4 箱根 湯本富士屋ホテル 77名）
   むつみ会補助 300,000円
   学園懇親会（学内） 781,800円
   事務局各部署懇親会 103,669円

（5）住宅利子補給 1名 執行額 96,000 円
 

（6）厚生貸付金 0名 執行額 0 円

平成29年5月15日～7月1日

(4月・1月）
（H29.4.1 構成 39名）

主事への昇格
主査への昇格

身分の昇格認定者計

        幼 稚 園 教 諭

主任への昇格

身分の昇格認定者計

幼 稚 園

法   人

課長への昇格

部長への昇進
次長への昇進

事務局長への昇格
助教から准教授への昇格

事務職員教育職員

大    学

事務職員

教育職員

事務職員計

准教授から教授への昇格

大   学
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学部学生充足率

入試の種類

募集定員

志願者 602 (138) 1,206 (319) 852 (178) 1,054 (249) 1,060 (213) 605 (147) 606 (163) 469 (92) 667 (145) 887 (178)
合格者 288 (79) 370 (119) 393 (120) 398 (102) 385 (90) 335 (89) 294 (83) 247 (48) 341 (83) 409 (85)
入学者 121 (33) 132 (35) 153 (29) 127 (25) 106 (15) 85 (21) 89 (19) 81 (14) 119 (28) 171 (32)
募集定員

志願者 900 (275) 938 (267) 736 (155) 811 (210) 727 (236) 687 (222) 665 (173) 690 (152) 778 (241) 1198 (267)
合格者 268 (100) 338 (103) 381 (108) 405 (104) 358 (123) 424 (143) 378 (103) 398 (96) 404 (124) 482 (114)
入学者 53 (11) 72 (26) 78 (27) 69 (18) 56 (24) 58 (17) 50 (11) 74 (13) 100 (31) 113 (33)
募集定員

志願者 401 (94) 360 (73) 260 (51) 206 (37) 208 (27) 205 (45) 188 (39) 219 (39) 262 (68) 271 (54)
合格者 263 (74) 219 (65) 181 (41) 160 (34) 136 (25) 164 (44) 168 (39) 200 (36) 227 (61) 214 (52)
入学者 259 (74) 214 (62) 180 (41) 156 (34) 135 (25) 163 (44) 167 (39) 198 (35) 225 (60) 214 (52)
募集定員

志願者 158 (39) 137 (39) 109 (26) 99 (24) 108 (32) 73 (17) 99 (32) 110 (40) 132 (39) 115 (39)
合格者 158 (39) 136 (38) 109 (26) 99 (24) 107 (32) 72 (17) 99 (32) 110 (40) 132 (39) 115 (39)
入学者 157 (39) 135 (38) 109 (26) 98 (24) 107 (32) 72 (17) 99 (32) 110 (40) 132 (39) 115 (39)
募集定員

志願者 70 (21) 101 (22) 64 (18) 65 (16) 77 (20) 39 (12) 36 (5) 25 (5) 37 (9) 31 (6)
合格者 61 (21) 78 (20) 59 (17) 56 (13) 67 (19) 36 (11) 35 (5) 23 (5) 34 (8) 28 (6)
入学者 61 (21) 75 (20) 58 (16) 55 (13) 66 (18) 34 (11) 35 (5) 23 (3) 34 (8) 28 (6)
募集定員

志願者 24 (13) 22 (14) 25 (9) 12 (6) 16 (9) 11 (7) 10 (3) 9 (3) 8 (4) 25 (7)
合格者 17 (10) 19 (13) 22 (8) 10 (5) 12 (8) 10 (6) 10 (3) 9 (3) 8 (4) 20 (5)
入学者 16 (9) 18 (13) 17 (8) 8 (5) 9 (5) 9 (5) 8 (3) 8 (3) 6 (3) 19 (5)
募集定員

志願者 2,155 (580) 2,764 (734) 2,046 (437) 2,247 (542) 2,196 (537) 1,620 (450) 1,604 (415) 1,522 (331) 1,884 (506) 2,527 (551)
合格者 1,055 (323) 1,160 (358) 1,145 (320) 1,128 (282) 1,065 (297) 1,041 (310) 984 (265) 987 (228) 1,146 (319) 1,268 (301)
入学者 667 (187) 646 (194) 595 (147) 513 (119) 479 (119) 421 (115) 448 (109) 494 (108) 616 (169) 660 (167)

歩留まり率

定員充足率

若干名

550

52.1%

120.0%

平成30年(2018)

203

91

145

68

43

若干名

550

53.8%

112.0%

平成29年(2017)

207

103

147

50

43

若干名

550

45.5%

81.5%

平成27年(2015)

211

105

137

48

49

201

550

52.0%

108.2%

211

105

152

53

29

若干名

152

55

平成22年(2010)

93

550 550

63.2% 55.7%

29

195 221

121.3% 117.5%

若干名若干名

30

65

センター試験

全
 
学
 
部

全
学
科
・
専
攻

一般入試

ＡＯ入試

公募制推薦入試

合 計

特別入試
（留学生・帰国子
女入試）

指定校・提携協力
校・商業校長会推

薦入試

平成21年(2009)

93

167

平成24年(2012)平成23年(2011)

(  )内は女子の内数

550

45.5%

550

93.3%

105

137

58

49

若干名

49

45.0%

87.1%

平成25年(2013)

211

110

137

43

49

若干名

－
３
－

若干名

550

40.4%

76.5%

平成26年(2014)

211

105

137

48

若干名

550

50.1%

89.8%

平成28年(2016)

211

105

137

48

49



種類 内容 受入先 件数 金額

高千穂育英基金 新日本スーパーマーケット協会 1件 1,500,000円

高千穂奨学生援助金 父母の会 1件 1,800,000円

情報機器整備事業援助金 父母の会 1件 1,000,000円

防災用品整備事業援助金 父母の会 1件 500,000円

卒園記念品購入援助金 幼稚園父母 1件 104,000円

幼稚園運動会祝い金 取引業者 1件 10,000円

6件 4,914,000円

入園式祝金 名誉園長 1件 10,000円

1件 10,000円

寄贈図書 個人･会社等 230件 767,211円

スマートフォン 教員(科研費購入分） 1件 140,184円

パソコン 教員(科研費購入分） 8件 1,400,357円

苗木 三菱環境財団 1件 200,000円

太陽電池時計 佐藤総合計画・前田建設工業 1件 756,000円

キャスター付き掲示板 平成28年度卒業ｱﾙﾊﾞﾑ委員会 1件 146,448円

242件 3,410,200円

248件 8,334,200円

－
４
－

平成２９年度寄付一覧

寄付金合計

特
別
寄
付
金

合計

合計

現
物
寄
付

一
般
寄
付
金 合計



補 助 金 の 名 称 対 象 支 給 者 平成 28年度補助金額 平成 29年度補助金額 増 減 額 増 減 率 備 考

私立大学等経常費補助金 大 学 私学事業団 180,320,000 164,429,000 △ 15,891,000 △8.8%

私立大学等研究設備整備費等補助金 大 学 文 科 省 96,556,000 0 △ 96,556,000 △100.0% 新校舎分

結核予防費都補助金 大 学 東 京 都 144,864 173,702 28,838 19.9%

消防水利開発補助金（防火水槽設置） 大 学 東 京 都 0 3,400,000 3,400,000 100.0%

私立学校経常費補助金 幼稚園 東 京 都 32,305,000 32,660,300 355,300 1.1%

私立幼稚園特別支援学校等経常費補助金 幼稚園 東 京 都 2,352,000 6,272,000 3,920,000 166.7%

私立幼稚園等預かり保育推進補助金 幼稚園 東 京 都 1,760,000 1,960,000 200,000 11.4%

私立幼稚園等環境整備費補助金 幼稚園 東 京 都 0 296,000 296,000 100.0%

私立幼稚園等園外保育補助金 幼稚園 杉 並 区 336,000 336,000 0 0.0%

私立幼稚園等園児健康管理補助金 幼稚園 杉 並 区 100,000 100,000 0 0.0%

私立幼稚園等心身障害児教育対策費補助金 幼稚園 杉 並 区 258,000 688,000 430,000 166.7%

大 学 大37本 幼9本 計46本 大36本 幼9本 計45本 △ 1本

幼稚園 148,000 145,000 △ 3,000 △2.0%

文化財保護奨励金 大 学 杉 並 区 50,000 50,000 0 0.0%

合計 314,329,864 210,510,002 △ 103,819,862 △33.0%

平成29年度補助金内訳
（単位 円）

保護樹木等の補助金 杉 並 区

－
５
－



私立大学等経常費補助金内訳

平成２８年度 平成２９年度 増減額 増減率
#REF!

(63人) (62人) △ 1 △1.6%
60,143,000 53,841,000 △ 6,302,000 △10.5%

(36人) (35人) △ 1 △2.8%
20,365,000 18,962,000 △ 1,403,000 △6.9%
3,750,000 3,170,000 △ 580,000 △15.5%

11,267,000 11,135,000 △ 132,000 △1.2%
41,496,000 37,700,000 △ 3,796,000 △9.1%

2,223,000 2,223,000 #DIV/0!
13,862,000 13,982,000 120,000 0.9%
1,216,000 1,168,000 △ 48,000 △3.9%

623,000 447,000 △ 176,000 △28.3%
152,722,000 142,628,000 △ 10,094,000 △6.6%

#REF!
266,000 111,000 △ 155,000 △58.3%
266,000 △ 266,000 △100.0%

111,000 111,000 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!

4,618,000 9,253,000 4,635,000 100.4%
4,085,000 9,030,000 4,945,000 121.1%

0 0 0 #DIV/0!
533,000 223,000 △ 310,000 △58.2%

7,071,000 2,435,000 △ 4,636,000 △65.6%
1,465,000 882,000 △ 583,000 △39.8%

0 0 0 #DIV/0!
453,000 378,000 △ 75,000 △16.6%

0 0 0 #DIV/0!
3,288,000 1,175,000 △ 2,113,000 △64.3%
1,599,000 △ 1,599,000 △100.0%

266,000 △ 266,000 △100.0%
2,487,000 1,885,000 △ 602,000 △24.2%
1,599,000 1,185,000 △ 414,000 △25.9%

0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!

888,000 700,000 △ 188,000 △21.2%
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!

586,000 586,000 0 0.0%
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!

586,000 586,000 0 0.0%
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

12,570,000 7,531,000 △ 5,039,000 △40.1%
12,570,000 7,531,000 △ 5,039,000 △40.1%

0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!
0 0 0 #DIV/0!

27,598,000 21,801,000 △ 5,797,000 △21.0%
180,320,000 164,429,000 △ 15,891,000 △8.8%

タイプ３ 産業界・他大学等との連携

タイプ５ プラットフォーム形成
特別補助計
経常費補助金計

１．地方に貢献する大学等への支援

１（２）．授業料減免事業等支援（熊本地震分）

タイプ４ グローバル化

私立大学等改革総合支援事業
タイプ１ 教育の質的転換 
タイプ２ 地域発展

Ⅶ．東日本大震災からの復興支援
１．授業料減免事業等支援（震災分）
２．被災私立大学等復興特別補助

Ⅷ．平成28年熊本地震からの復興支援
１．教育研究活動復旧費
２．授業料減免事業等支援（熊本地震分）

２．未来経営戦略推進経費
Ⅵ．授業料減免及び学生の経済的支援体制の充実
１（１）．授業料減免事業等支援

２．卓越した学生に対する授業料減免等事業
３．特色ある経済的支援方策

９．短期大学・専門高等学校における教育研究の充実
Ⅴ．経営強化等支援
１．私立大学等経営強化集中支援事業

４．私立大学研究ブランディング事業
５. 戦略的研究基盤形成支援（継続分）
６．大学間連携等による共同研究
７．専門職大学院等支援
８．法科大学院支援

７. クールジャパンを活用した日本文化の発信
Ⅳ．大学院等の機能の高度化への支援
１．大学院における研究の充実
２．研究施設運営支援
３．大型設備等運営支援

１. 海外からの学生の受入れ
２. 海外からの教員の招へい
３. 学生の海外派遣
４. 教員の海外派遣
５. 大学等の教育研究環境の国際化
６. 実践的な語学力の習得や国際理解の推進

Ⅱ．社会人の組織的な受入れへの支援
１．正規学生としての受入れへの支援
２．多様な形態による受入れに対する支援
３．社会人の受入れ環境整備への支援

Ⅲ．大学等の国際交流の基盤整備への支援

【特別補助】
Ⅰ．成長力強化に貢献する質の高い教育
１．就職支援・就業力育成の充実

2．医学部入学定員の増員
3．被災地の復興支援

教員経費・学生経費

私立大学退職金財団掛金
厚生補導費
研究旅費
一般補助計

認証評価経費

補助対象項目
【一般補助】

専任教員等給与費

専任職員等給与費

非常勤教員給与費
教職員福利厚生費

【H26年まで】

【

【

【H26年度まで】【H26年度まで】

－6－



分類 旧比率(～平成26年度） 新比率(平成27年度～) 算出方法(新比率)

固 定 資 産

総 資 産

流 動 資 産

総 資 産

固 定 負 債

負 債 + 純 資 産

流 動 負 債

負 債 + 純 資 産

総 負 債

総 資 産

純 資 産

負 債 + 純 資 産

繰 越 収 支 差 額

負 債 + 純 資 産

流 動 資 産

流 動 負 債

現 金 預 金

前 受 金

運 用 資 産

要 積 立 額

人 件 費

経 常 収 入

人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

基本金組入前当年度
収 支 差 額
事 業 活 動 収 入

事 業 活 動 支 出

事業活動収入 -基本金
組 入 額

学 生 生 徒 等 納 付 金

経 常 収 入

寄 付 金

事 業 活 動 収 入

教育活動収支の寄付金

経 常 収 入

補 助 金

事 業 活 動 収 入

教育活動収支の補助金

経 常 収 入

基 本 金 組 入 額

事 業 活 動 収 入

経 常 収 支 差 額

経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 差 額

教 育 活 動 収 入 計

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

主要財務比率

平成27年度

貸
借
対
照
表

固 定 資 産 構 成 比 率 固 定 資 産 構 成 比 率 68.4 69.4 70.0 70.8 71.5

5.8

9.6

- 積 立 率

前 受 金 保 有 率 前 受 金 保 有 率 392.7 419.0

68.3 68.5

流 動 資 産 構 成 比 率 流 動 資 産 構 成 比 率 31.6 30.6 30.0

流 動 負 債 構 成 比 率 流 動 負 債 構 成 比 率 8.0

29.2 28.5 31.7 31.5

固 定 負 債 構 成 比 率 固 定 負 債 構 成 比 率 5.7 5.1

7.5 6.9 6.4 5.2 5.0

4.6 4.1 3.8 8.3 10.4

自 己 資 金 構 成 比 率 純 資 産 構 成 比 率 86.2

総 負 債 比 率 総 負 債 比 率 13.8 12.7

87.3 88.6 89.5 90.4 86.5 84.6

11.4 10.5 13.5 15.4

流 動 比 率 流 動 比 率 393.6

消費収支差額構成比率 繰 越 収 支 差 額 構 成 比 率 7.9 8.2

408.1 436.1 455.8 492.4 607.3 626.8

9.1 9.4 9.5 8.9 8.2

161.1

496.6 518.4 541.1 671.5 609.1

60.3 58.8 63.1 65.6 72.1 70.2

54.1 58.8－
7
－

人 件 費 依 存 率 人 件 費 依 存 率 60.6

48.9 48.1 51.4 52.9

事
業
活
動
収
支
計
算
書

人 件 費 比 率 人 件 費 比 率 48.8

教 育 研 究 経 費 比 率 教 育 研 究 経 費 比 率

帰 属 収 支 差 額 比 率 事 業 活 動 収 支 差 額 比 率 9.8 13.5 20.1 12.7 9.5

38.8

管 理 経 費 比 率 管 理 経 費 比 率 7.0 6.6 6.7 7.3 8.0

29.1 25.6 24.9 26.4 28.7 27.8

8.5 8.8

9.5 5.5

消 費 支 出 比 率 基 本 金 組 入 後 収 支 比 率 90.2 86.4 79.9

寄 付 金 比 率 寄 付 金 比 率 0.2

87.3 90.5 90.5 103.7

学生生徒等納付金比率 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率 80.4 81.2

0.3 0.2 0.3 0.5 0.3 0.4

81.8 81.4 80.7 74.9 83.7

補 助 金 比 率 補 助 金 比 率 2.8

寄 付 金 比 率 経 常 寄 付 金 比 率 8.8 8.8

11.6 13.0 10.0 8.8 9.4 23.3

9.4 8.3 7.9 0.2

基 本 金 組 入 率 基 本 金 組 入 率

補 助 金 比 率 経 常 補 助 金 比 率

8.8

7.9

- 教 育 活 動 収 支 差 額 比 率

- 経 常 収 支 差 額 比 率

8.9

△ 9.5

△ 6.3

84.4

7.0

457.2

480.6

173.5

57.7

平成28年度

73.9

26.1

9.9

5.7

15.6

△ 2.1

0.3

0.3

12.8

9.5

7.7

0.0

70.0

33.9

8.4

△ 3.8

112.5

82.5

平成29年度

78.0

22.1

9.5

6.3

15.8

84.2

4.0

350.9

0.3

0.2

8.5

8.5

20.5

△ 4.1

△ 5.5

390.1

148.6

56.1

68.1

39.6

8.2

△ 4.7

130.6

82.4



主要な経営指標の推移

項目            年度

事業活動収入（帰属収入）

国庫補助金（大学）

大学納付金収入

  教育研究経費支出

  教育研究用機器備品支出

  図書支出

     還元額合計

還元率

補助金係数の推移 商学 経営 人間 商学 経営 人間 商学 経営 人間 商学 経営 人間 商学 経営 人間

  A区分 3 3 0 △ 2 △ 4 0 △ 2 △ 4 0 △ 12 △ 4 △ 4 △ 2 △ 8 0

  B区分 △ 12 △ 12 △ 2 △ 12 △ 12 △ 2 △ 12 △ 12 △ 2 △ 12 △ 14 0 △ 14 △ 12 0

  C区分

   加点減点

             合計 △ 60.4 △ 60.4 △ 53.4 △ 57.5 △ 59.5 △ 45.5 △ 57.5 △ 59.5 △ 45.5 △ 59.5 △ 53.5 △ 39.5 △ 59.0 △ 63.0 △ 43.0

  補助金返還額

志願者数（大学）

      （学部）

       うちｾﾝﾀｰ入試志願者

      （修士）

      （博士）

初年度納付金／学部

大学専任教員数（5/1）

大学専任事務職員数(5/1）

学部学生数（5/1)

修士学生数(5/1）

博士学生数(5/1）

大学学生総数(5/1）

大学総定員

学部定員超過率（倍）

専任教員一人当たり学部学生数

大学事務職員一人当たり学生数

学部退学者数

学部除籍者数

退学・除籍計

退学・除籍率

学部入学定員（商学部）

           （経営学部）

                 （人間科学部）

学部総定員

修士入学定員

博士入学定員

私費外国人留学生数（学部）

             （大学院）土   地（㎡）

図書（冊・点）

    和  書（冊）

    洋  書（冊）

    視聴覚（点）

幼稚園専任教諭数

園児数（５／１）

志願者数（幼稚園）

事業活動収支差額比率（帰属収支差額比率）

繰越収支差額

繰越支払資金

総資産額

純資産額

大学専任教員一人当たり給与

専任職員一人当たり給与

専任教諭一人当たり給与

学生一人当たり納付金

学生一人当たり補助金

学生一人当たり教育研究経費支出

学生一人当たり管理経費支出

学生一人当たり教育研究機器備品費

学生一人当たり図書費

園児一人当たり教育研究経費支出

園児一人当たり管理経費支出

59

687

71

0.95

2,295

32

2,197

35

64

2,099

30

5

19,609

558,551

998

1,692

1,620

75

32

3

89

27.4%

△ 40

△ 11.4

230

230

90

107

5.1%

48

73

45

9

225

1,767,786

5,023,779

18,694,569

11

313

131

9.5

10,819

16,906,998

2,200

40

927

85

7,097

5,093

269,133

181,040

70,986

17,107

平成２５年度

2,674,711

187,135

2,035,669

495,194

43,748

9

1

1,165

95

平成２６年度

2,642,031

172,854

1,856,038

431,276

44,373

17,288

492,937

26.6%

△ 35

△ 8.5

20,502

1,674

1,603

665

69

2

1,165

65

35

1,932

91

2

2,025

2,295

0.88

29

55

74

27

101

5.2%

230

230

90

2,200

40

5

45

25

272,173

183,276

71,745

17,152

11

313

137

9.5

1,769,729

5,988,498

19,844,407

17,156,848

10,448

6,959

9

89

7

5,117

917

85

213

95

31

平成２７年度

2,721,579

597,549

1,757,659

586,317

160,458

16,058

762,833

43.4%

△ 35

△ 8.5

0

1,572

1,522

690

47

3

1,165

63

36

1,815

88

3

1,906

2,295

0.83

28

50

62

27

89

4.9%

230

230

90

2,200

40

5

36

23

272,125

182,902

72,034

17,189

12

318

137

5.5

1,677,577

5,443,132

20,450,482

17,305,379

10,597

88

8

75

7

6,596

5,117

922

314

308

95

平成２８年度

2,464,183

276,876

1,766,426

442,723

86,069

14,374

543,166

30.7%

△ 20

△ 15.5

0

1,934

1,884

778

47

3

1,165

65

36

1,790

79

2

1,871

2,295

0.81

27

49

58

23

81

4.5%

230

230

90

2,200

40

5

36

23

275,257

185,580

72,460

17,217

12

315

123

△ 3.8

1,421,715

4,694,482

20,400,596

17,211,522

10,342

46

8

71

7

6,584

4,871

944

148

237

83

（単位 千円）

平成２９年度

2,480,294

164,429

1,904,747

621,794

62,231

14,374

698,399

36.7%

△ 30

△ 13.0

0

2,587

2,527

1,198

58

2

1,165

63

36

1,921

66

4

1,991

2,295

0.87

30

53

58

23

81

4.2%

230

230

90

2,200

40

5

36

23

278,499

188,333

72,925

17,241

12

320

140

△ 4.7

818,833

4,207,279

20,324,708

17,117,619

10,517

31

7

75

9

6,584

5,428

957

83

312

86

－8－



正規 非正規 正規 非正規 計

45 1 企業規模（従業員数）・地域別進路状況

総合（土木・建築） 1 1 0.3% 167 15

土木･橋梁･造園･鉄骨 100 6

建築･建設 2 1 3 1.0% 82 6

設備工事･ﾌﾟﾗﾝﾄ･内装 4 3 7 2.3% 448 26

住宅 3 1 4 1.3% 1 1 120 8

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･設計事務所 1 1 0.3% 90 5

建物・土地 12 6 18 5.9% 3 1 4 212 25

賃貸・管理 5 4 9 3.0% 1 1 135 11

食品･食料 1 1 2 0.7% 1 1 222 20

飲料・たばこ・飼料 1 1 0.3% 31 5

繊維工業 1 1 0.3% 16 4

繊維製品･衣料 1 1 0.3% 28 5

木材･木製品 1 1 0.3% 19 5

家具･装備品 1 1 0.3% 21 5

パルプ･製紙･紙製品 1 1 2 0.7% 58 12

出版･新聞 65 3

印刷･印刷関連サービス 2 2 0.7% 101 10

化学･医薬･化粧品 3 3 1.0% 1 1 154 39

石油製品・石炭製品 7 1

ゴム製品 19 2

皮革・毛皮製品 7 1

プラスチック製品 1 1 0.3% 52 5

窯業･土石･ｾﾗﾐｯｸｽ･ｶﾞﾗｽ 57 15

鉄鋼業 44 8

非鉄金属 31 6 農業・林業・漁業・鉱業0.3% 1

金属製品･金属加工品 178 23 建設業 5.3% 16

一般機械･産業機械 310 52 不動産取引業8.3% 25

電気機械・照明 2 2 0.7% 98 15 メーカー7.3% 22

電子･デバイス 63 17 電気・ガス・熱・水道供給業0.3% 1

情報通信機械器具 1 1 0.3% 1 1 46 11 輸送 2.3% 7

自動車･輸送機器･関連 2 2 0.7% 108 20 商社 11.6% 35

精密･光学･ﾚﾝｽﾞ･医療 1 1 2 0.7% 46 7 流通 12.9% 39

その他製品 38 6 金融 5.3% 16

2 2 0.7% 21 情報通信11.9% 36

海上 14 教育 4.0% 12

陸上 2 1 3 1.0% 1 1 251 29 サービス29.0% 88

航空 6 1 公務（地方）1.0% 3

倉庫･物流・運輸附帯ｻｰﾋﾞｽ 2 2 4 1.3% 127 12 公務（国家）0.3% 1

総合 24 6 分類不能0.3% 1

繊維製品･衣服･身の回り品 1 2 3 1.0% 109 14 計 #### 303

農畜水産物･青果物･卸売市場 1 1 0.3% 113 12

食品･飲料 3 2 5 1.7% 91 9

医薬･化学･化粧品･ｺﾞﾑ･ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 147 11 大企業44.3% 154

金属･鉱物･金属製品 1 1 0.3% 166 10 中企業26.7% 93

機械器具･ＯＡ製品 19 4 23 7.6% 5 2 7 694 68 小企業22.7% 79

建材・木材・再生資源 108 8 官公庁 4.0% 14

家具･ｲﾝﾃﾘｱ･什器･陶器 1 1 0.3% 49 2 上記以外2.3% 8

その他の製品 1 1 0.3% 145 10 計 #### 348

百貨店・総合スーパー 1 1 0.3% 25 3

飲食料品・食品スーパー 3 1 1 5 1.7% 1 1 242 28

繊維･衣服･靴･身の回り品 2 1 2 5 1.7% 1 1 143 17

ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ・燃料 1 1 0.3% 60 4

ﾚｽﾄﾗﾝ･外食･給食 9 1 2 12 4.0% 3 3 257 48

自動車販売・自動車部品 5 5 1.7% 328 8

家具・建具・什器・家電・ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ 4 1 5 1.7% 1 1 170 21

その他(ﾒｶﾞﾈ･薬局･書籍・ｽﾎﾟｰﾂ等） 3 2 5 1.7% 254 24

銀行･信託銀行 20 14

信用金庫・信用協同組合 7 3 10 3.3% 79 1

証券業 1 1 2 0.7% 1 1 41 9

商品取引 11 2

生命保険 34 5

損害保険 44 1

労働金庫･商工組合中央金庫 1 1 0.3% 3

協同組織 2 対卒業者率

政府系金融機関 1

消費者･ｸﾚｼﾞｯﾄ・投資・他 2 1 3 1.0% 1 1 43 14

ｿﾌﾄｳｴｱ･情報処理・情報ｻｰﾋﾞｽ 23 8 31 10.2% 2 2 4 1648 101

通信業･同関連 1 1 0.3% 29 5

放送業（ＴＶ・ラジオ･有線) 36 対希望者率 対卒業者率

映像・ＴＶ番組・音楽製作配給 1 1 2 0.7% 191 7

インターネット関連サービス 1 1 2 0.7% 19 5

学校･専門学校 3 4 1 8 2.6% 286

学習塾・教育支援 1 1 0.3% 182 11

福祉・福祉施設 2 1 3 1.0% 439 1 対卒業者率

広告代理業 2 1 3 1.0% 112 7

旅行代理店 1 1 0.3% 44 2

ホテル･旅館 1 1 2 0.7% 186 5

病院･医院･医療・保健衛生 1 2 3 1.0% 388 1

福祉・福祉施設 2 1 3 6 2.0% 931 13 対卒業者率

非営利団体(学術・開発研究機関） 12

協同組合・郵便局 105

税理･会計･特許・経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 1 1 0.3% 157 9   対卒業者率

その他専門サービス（ﾃﾞｻﾞｲﾝ･機械設計等） 1 1 0.3% 135 5

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ･保守･修理 3 1 4 1.3% 38 5 対卒業者率

ﾚｼﾞｬｰ･娯楽･ｽﾎﾟｰﾂ施設・ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ 4 3 1 8 2.6% 179 6

理美容・エステ・洗濯・浴場 3 3 1.0% 62 1

警備保障 3 1 4 1.3% 1 1 64 7

物品ﾚﾝﾀﾙ･物品ﾘｰｽ 11 1 12 4.0% 166 12

非営利団体(政治・経済・文化団体） 1 1 0.3% 106 対卒業者率

法務 16

冠婚葬祭 1 1 0.3% 45 1

宗教 1 1 0.3% 6

その他 27 1 9 37 12.2% 3 3 685 48 （）＝女子内数

6

3 3 1.0% 95

0 0.0% 1

207 14 77 5 303 100.0% 23 10 33 13409 1043

男 女 計 内定率（全体）

大学院進学 2 2 4

他大学 1 1

専門学校

進学先不明 内定率（正規採用者のみ）

留学

2 3 5

2 1 3

4 1 5 就職希望者数 就職率

21 8 29 男子 265 男子 83.40%

1 1 女子 89 女子 92.13%

28 10 38 計 354 計 85.59%

正規採用 92.09%

251 95 346 正社員 348総計

進学決定者合計

未決定者・活動継続

一時的就業

就職せず(卒業後就職活動及び公務員受験予定者を含む）

未報告・不明

最終進路未決定合計

（男 99.10％ 、女 98.79％）

284名 ÷ 306名 ＝ 92.81%

進学

303名 ÷ 306名 ＝ 99.01%

平成28年度 5（1） 1.2%

公務（国家）

公務（地方）

分類不能

就職決定者合計

平成27年度 9（2） 2.1%

サ
ー

ビ
ス

平成27年度 37（10） 8.5%

不明

平成29年度 1（0） 0.3%

平成28年度 29（11） 7.2%

平成29年度 29（8） 8.4% 12.6%

平成28年度 8（1） 2.0%

9.5%

就職せず 9.9%

1.4%平成27年度 6（0）

平成29年度 5（3） 1.4%

平成27年度 9（1） 2.4%

進学者数

就職未決定者数

平成28年度 6（2） 1.5%

平成29年度 3（1） 0.9%

教
育

平成27年度 371（91） 97.6% 85.3%

平成28年度 348（89） 98.3% 85.9%

情
報
通
信

平成27年度 380（92） 87.4%

平成29年度 303（82） 99.0% 87.6%

平成28年度 354（89） 87.4%

就職決定者数

平成29年度 346（95）

電気･ガス･熱・水道供給業

輸
送

商
社

流
通

金
融

卒業者数

平成28年度 405（103）

就職希望者数

平成27年度 435（104）

平成29年度 306（83） 88.4%

11 東海・北陸含む

近畿 13

不明

計 303 ※自営業含む

九州 2

海外 1

関東 40 甲信越含む

東京 228

メ
ー

カ
ー

地域別

区分 人数 備考

北海道 1

東北 3

中国 3

四国 1

中部

不動産
取引業

計 303

81 〃100名～500名未満

小企業 70 〃100名未満

官公庁 9 公務員、教員

農業・林業・漁業・鉱業

建
設
業

区分 人数 備考

大企業 140 従業員数500名以上対象

中企業

上記以外 3 非営利団体、自営、不明等

平成29年度卒業生 産業別内定者数一覧
決定先

％

上場企業（内数）

求人件数
上場企業
求人件数

男 女
男 女 計

-
9
-

建設業
5.3%

不動産

取引業
8.9%
メーカー

7.3%

電気･ガ

ス･熱・水

道供給業
0.7%

輸送
2.3%

商社
11.6%

流通
12.9%

金融
5.3%

情報通信
11.9%教育

4.0%

サービス
29.0%

公務

（地方）
1.0%

大企業

46.2%

中企業

26.7%

小企業

23.1%

官公庁

3.0%
上記以

外

1.0%

－9－



平成29年度卒業生の主な就職先（産業分類別）

積水ハウス株式会社 東証１部 株式会社ワコール 未上場 南商事株式会社 未上場

株式会社ＭＤＩ 未上場 雲海酒造株式会社 未上場 日産自動車販売株式会社 未上場

株式会社エルズホーム 未上場 株式会社岡村 未上場 株式会社日本直販総本社 未上場

株式会社オンテックス東京本社 未上場 近藤工業株式会社 未上場 株式会社平沢商会 未上場

株式会社キャンディルテクト 未上場 三甲株式会社 未上場 鈴与商事株式会社 未上場

株式会社グリーンイノベーションズホールディングス 未上場 株式会社山櫻 未上場

株式会社サンエイエコホーム 未上場 住友林業クレスト株式会社 未上場 株式会社すかいらーく 東証１部

株式会社タツミプランニング（ＲＩＺＡＰグループ） 未上場 株式会社松村電機製作所 未上場 株式会社ゼンショーホールディングス 東証１部

株式会社フレッシュハウス 未上場 森紙業株式会社 未上場 チムニー株式会社 東証１部

ミサワホームイング株式会社 未上場 日本ビソー株式会社 未上場 株式会社ノジマ 東証１部

旭コンステック株式会社 未上場 青山商事株式会社 東証１部

管清工業株式会社 未上場 ＩＴＳ株式会社 未上場

株式会社サンセイランディック 東証１部 株式会社SmoothJapan 未上場

住友不動産販売株式会社 東証１部 株式会社サカイ引越センター 東証１部 ＹＳＫグループ 未上場

日神不動産株式会社 東証１部 ＡＮＡエアポートサービス株式会社 未上場 株式会社イトーヨーカ堂 未上場

株式会社テンポイノベーション 東証マザーズ 株式会社ネストロジスティクス 未上場 株式会社ヴィクトリア 未上場

株式会社デュアルタップ ジャスダック 株式会社ヤマトロジスティクス 未上場 エームサービス株式会社 未上場

株式会社ＮＳＴ 未上場 中部急送株式会社 未上場 エコスグループ 未上場

株式会社Ｓ－ＦＩＴ 未上場 日軽物流株式会社 未上場 株式会社オオゼキ 未上場

VNstar合同会社 未上場 野口倉庫株式会社 未上場 株式会社ツルハ 未上場

株式会社アドキャスト 未上場 株式会社ディ・ポップス 未上場

株式会社ウィルレイズ 未上場 株式会社ＩＤＯＭ 東証１部 株式会社パル 未上場

株式会社ウィローズ 未上場 スズデン株式会社 東証１部 株式会社ビームス 未上場

スターツグループ 未上場 株式会社大塚商会 東証１部 株式会社ファッションクロス 未上場

株式会社スペース・プラン 未上場 株式会社ベネフィットジャパン 東証マザーズ 株式会社マイテック 未上場

株式会社タイセイ・ハウジー 未上場 株式会社アイ・シー・エル 未上場 株式会社メガスポーツ 未上場

株式会社タウンハウジング 未上場 アイ・ティー・エックス株式会社 未上場 株式会社ヤナセ 未上場

株式会社ハウジング・オークラ 未上場 株式会社アトマス 未上場 ヤマヒロ株式会社 未上場

株式会社ミブコーポレーション 未上場 株式会社ウェアーズ 未上場 株式会社レインズインターナショナル 未上場

株式会社リーヴライフトゥエンティーワン 未上場 エレクター株式会社 未上場 株式会社ロペライオ 未上場

株式会社リビングライフ 未上場 カネカ食品株式会社 未上場 株式会社一家ダイニングプロジェクト 未上場

株式会社リブ・マックス 未上場 株式会社サンコー 未上場 株式会社花正 未上場

株式会社リベスト 未上場 株式会社シジシージャパン 未上場 神奈川ダイハツ販売株式会社 未上場

株式会社レイシャス 未上場 株式会社スタージュエリー 未上場 青森トヨタ自動車株式会社 未上場

株式会社学生情報センター 未上場 セイコーメディカル株式会社 未上場 株式会社大黒屋 未上場

株式会社秀建 未上場 株式会社デジタル･コミュニケーションズ 未上場 株式会社天池 未上場

東急リバブル株式会社 未上場 株式会社トライデント 未上場 東京スバル株式会社 未上場

株式会社飯田産業 未上場 株式会社河内屋 未上場

佐政水産株式会社 未上場 丸三証券株式会社 東証１部

株式会社エフピコ 東証１部 株式会社小泉 未上場 日本郵政株式会社 東証１部

サトーホールディングス株式会社 東証１部 株式会社松尾商行 未上場 さわやか信用金庫 未上場

株式会社アロー印刷 未上場 新潟酒販株式会社 未上場 株式会社しんきんカード 未上場

株式会社コロワイドＭＤ 未上場 株式会社大同 未上場 茨城県信用組合 未上場

株式会社タカゾノ 未上場 渡辺パイプ株式会社 未上場 岡三にいがた証券株式会社 未上場

ハイビック株式会社 未上場 株式会社特電 未上場 協栄信用組合 未上場

－
１
０
－

建設業

不動産業

製造業 流通業（卸）

流通業（小売）

金融業

流通業（卸）

製造業

電気･ガス･熱・水道供給業

輸送業



平成29年度卒業生の主な就職先（産業分類別）

西武信用金庫 未上場 株式会社アサンテ 東証１部 医療法人社団碩成会島田台病院 未上場

青梅信用金庫 未上場 綜合警備保障株式会社 東証１部 株式会社日警保安 未上場

大東京信用組合 未上場 日本マニュファクチャリングサービス株式会社 ジャスダック 一般財団法人本所賀川記念館 未上場

中央労働金庫 未上場 株式会社夢テクノロジー ジャスダック 社会福祉法人かたるべ会 未上場

朝日信用金庫 未上場 ＡＬＳＯＫビルサービス株式会社 未上場 共栄セキュリティーサービス株式会社 未上場

東京東信用金庫 未上場 ＢＳＣモーゲージバンク株式会社 未上場 社会福祉法人敬愛学園 未上場

日本郵政グループ 未上場 ＩＭＳ（イムス）グループ 未上場 経理の特命レスキュー隊株式会社 未上場

株式会社LifeFoundation 未上場 高杉商事株式会社 未上場

株式会社ＤＴＳ 東証１部 株式会社ＬＩＸＩＬＡｄｖａｎｃｅｄＳｈｏｗｒｏｏｍ 未上場 公益財団法人児童育成協会 未上場

株式会社ヴィンクス 東証１部 株式会社ＺＥＰＥ 未上場 太陽建機レンタル株式会社 未上場

株式会社フォーカスシステムズ 東証１部 株式会社アースホールディングス 未上場 大和リース株式会社 未上場

株式会社東計電算 東証１部 アイピーロジック株式会社 未上場 都築テクノサービス株式会社 未上場

株式会社BuySellTechnologies 未上場 株式会社アクティオ 未上場 株式会社日本サービスセンター 未上場

ＭＣＳ株式会社 未上場 アラマークユニフォームサービスジャパン株式会社 未上場 日本パレットレンタル株式会社 未上場

ＮＴＴデータジェトロニクス株式会社 未上場 株式会社エイジェック 未上場 株式会社日本プレースメントセンター 未上場

株式会社Twelve 未上場 株式会社エーシーコンサレント 未上場 日本製紙総合開発株式会社 未上場

アイティーデザイン株式会社 未上場 エバーネットデータ株式会社 未上場 富士ゼロックスサービスクリエイティブ株式会社 未上場

イーネット株式会社 未上場 株式会社オザム 未上場 株式会社平山 未上場

株式会社エヌ・ケイ 未上場 株式会社ガイア 未上場 株式会社木下の介護（木下グループ） 未上場

株式会社エム・シー・シー 未上場 株式会社カザアナ 未上場 株式会社優クリエイト 未上場

株式会社エムアイシー 未上場 株式会社クリアックス 未上場

株式会社エンベックスエデュケーション 未上場 株式会社サウザンドクレイン 未上場 横浜市教育委員会 未上場

株式会社キーマネジメントソリューションズ 未上場 株式会社ジャストオートリーシング 未上場 埼玉県教育委員会 未上場

株式会社クオリティア 未上場 ジャスネットコミュニケーションズ株式会社 未上場 神奈川県教育委員会 未上場

株式会社コムズ 未上場 株式会社ジャルパック 未上場

株式会社コンピュータマネジメント 未上場 ジョリー・ロジャー株式会社 未上場 警視庁 未上場

株式会社サイプレス・ソリューションズ東京本社 未上場 株式会社ディックソリューションエンジニアリング 未上場 東京消防庁 未上場

株式会社サプライ 未上場 株式会社ニチイケアパレス 未上場

シェアリ株式会社 未上場 株式会社ネオキャリア 未上場 高千穂大学大学院

株式会社システムコンシェルジュ 未上場 パーソルキャリア株式会社 未上場 青山学院大学大学院

株式会社セプト 未上場 ヒロセホールディングス株式会社 未上場 東京立正短期大学

株式会社ソフトアンドハード・デバイス 未上場 株式会社フュービック 未上場 明治大学大学院

株式会社タイムシェア 未上場 フロンティア株式会社 未上場

株式会社ティ・アイ・オー 未上場 株式会社ベガスベガス 未上場

テクバン株式会社 未上場 マックス・キャリア株式会社 未上場

株式会社ドコモＣＳ 未上場 株式会社やさしい手 未上場

株式会社トラストシステム 未上場 ユナイト株式会社 未上場

パーソルプロセス＆テクノロジー株式会社 未上場 ライクスタッフィング株式会社 未上場

ハーモニープラス株式会社 未上場 株式会社リブレ 未上場

株式会社ボールド 未上場 株式会社ワークポート 未上場

株式会社メディア２２世紀 未上場 株式会社山元 未上場

株式会社リンクスマイル 未上場 株式会社小田急ビルサービス 未上場

－
１
１
－

金融業

情報通信業

進学

サービス業

教育

公務

サービス業
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平成30年5月29日（火） 

 

理事長 藤 井  耐 

 

事 業 概 要 報 告 

 

平成29年度本学校法人および設置教育機関（大学･大学院･幼稚園）における実施事業概要は、以

下のとおりである。 

 

（Ⅰ） 法人関係 

 

１ 決算見通し 

平成29年度決算見通しによれば、基本金組入前収支差額は93,903千円の支出超過である。 

尚、支出超過額の内、教育研究経費として（旧）７･８号館の解体費約１億1,000万円が計上さ 

れている。 

支出超過の主たる要因の１つは、４年生421名、３年生448名、２年生494名、１年生616名 

という各入学年度における入学者数の減少（除、１年生）によるものと考えられる。 

 

２ 新入生の確保 

  学部・大学院 

  平成 29年度学部入学者は商学部 258名、経営学部 259名、人間科学部 99名 合計 616名で 

 あった。大学院については、修士課程 31名が入学。 

幼稚園については、110名の 3歳新入園児を迎え、4歳児 105名、5歳児 105名、合計 320 

 名であった。 

 

３ 新校舎建設計画 

  かねてより建設中であった新体育館競技室に加え球技室も建設され完成した。 

 

４ 日本高等教育評価機構による認証評価を受審。「認定」の判定を得た。 

 

５ 基本金の組入及び特定資産の充実化 

  将来的に必要と思われる校地・校舎等施設取得に要する資金確保のため特定資産の充実を 

 はかるべく第 2号基本金引当特定資産に計画通り 1億 5千万円を、また、減価償却引当特定 

 資産に 2億 5千万円を繰り入れ。 

 

６ 理事長室にて検討された大学改革総合支援事業タイプ１「建学の精神を生かした大学教育 

の質的向上」が平成 27･28年度に引き続き採択された。     （補助金額 7,531千円） 
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（Ⅱ） 教育関係 

１ 学部教育 

 （１）初年次（導入）教育 

    ①学内にて新入生オリエンテーションを実施。（継続）      （執行額2,356千円） 

    ②ゼミⅠ副読本として『学生生活充実ガイド』を作成。（継続）  （執行額1,849千円） 

 （２）教育力向上への取組 

    ①授業評価アンケートを春学期・秋学期に実施すると共に、アンケート結果を各教員へ 

    フィードバックし、アンケート結果に基づく、授業改善計画の作成・提出を実施。（継続） 

                                   （執行額2,038千円） 

    ②全専任･任期付教員によるオフィス･アワーの実施（継続） 

③シラバスの第三者チェックを実施。（継続） 

 （３）学士力（コミュニケーション・スキル、論理的思考力、問題解決力、社会的責任感等） 

    向上への取組み  

    ①税理士養成プログラムによる職業会計人の養成及び報告会を実施。 

    ②起業・事業承継コース                    （執行額2,735千円） 

経営特別講座  平成29年6月8日・12月4日の2回開講。 

企業実地研修  ２年生 平成29年8月7日実施（茨城県、東京都） 参加者14名。 

   ４年生 平成 29年 9月 20日実施（茨城県、東京都） 参加者 18名。 

企業経営実習  ３年生 平成29年8月11日（参加者9名）、 

9月14日（参加者11名）実施（東京都内） 

卒業研究報告会  平成29年12月3日実施。  

（４）除籍者・退学者対策 

①除籍者・退学者対策としてゼミ未所属の成績不良者に対する指導を行う。尚、平成30年 

4月24日付資料によれば、平成29年度における１年平均除籍･退学率は４年4.58％、 

３年生4.23％、２年生5.25％、１年生4.4％である。（継続） 

②1年生で十分な修学意識を持てず出席状況の悪い学生に対するゼミⅠ教員及びセーフティ 

ネット統括者の連携による指導体制としての「タカチホ・セーフティネット」の実施。 

（継続） 

（５）教職課程 

①教員採用試験対策講座を実施した。受講者数8名。 

②教職志望者への就職支援相談を実施した。相談者延べ約30名。 

③教育実習訪問指導を5～6月に22校、9～11月に3校に行い、7月には「教育実習体験 

報告会」を実施。 

④平成30年2月10日（土）に「教員採用試験合格者報告会」を行う。又、理事会の支援 

により、本学卒業生教員にも任意参加して頂き、教員志望学生との交流を図る。全参加者 

105名。（継続） 

⑤平成31年度「再課程認定」のための作業実施。 
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２ 大学院教育 

（１）授業評価アンケートを春学期・秋学期に実施すると共に、アンケート結果を各教員へフィー 

ドバックし、アンケート結果に基づく、授業改善計画の作成・提出を実施。（継続） 

（２）修士の学位授与率は90.9％、教育訓練給付制度への申請件数は10件。 

 （補助金：社会人の受入れ223千円、社会人の受入れ環境整備への支援9,030千円、大学院 

 における研究化の充実1,185千円） 

 

（Ⅲ） 研究計画 

１ 科研費の採択状況 採択13件（新規2件 継続11件） 交付額21,840千円 

（Ⅳ） 学生国際交流・研修 

１ 海外留学関係                          （執行額3,438千円 ） 

  長期留学（１年間）は応募者無し。 

  中期留学（4ヶ月）は米国・ハンボルト大学へ1名を派遣。 

短期留学（1ヶ月/米国・ハンボルト大学）へ7名を派遣。 

  短期留学（1ヶ月/中国・上海師範大学）へ10名を派遣。 

                      （補助金  学生の海外派遣等 378千円） 

２ 外国人留学生 

  平成29度外国人留学生在籍数 学部30名・大学院11名 計41名。 

（大学等の教育研究環境の国際化に向けた取組  補助金額882千円） 

  学内留学生研修旅行 9月 山梨日帰り研修 参加者10名        （執行額189千円） 

（Ⅴ） 情報化教育 

１ コンピュータ室AV機器及び教室のPCリプレース。        （執行額25,738千円） 

 ２ 教育用ソフトウェアの整備                         （執行額 5,041千円） 

３ 学生貸出用ノート型パソコンの整備               （執行額 3,800千円） 

（Ⅵ） 学生支援 

１ 学習支援 

  資格取得によるキャリア形成支援とスキルアップを目的とした「会計」「ビジネス」「情報｣ 

｢語学」「教育」「基礎能力」の6分野10講座を開設。（継続）       

 （教育研究事務課・課外講座運営委員会担当） 

  ①販売士2級講座（受講者57名 受験者57名 合格者52名）    執行額（1,137千円） 

  ②ﾏｲｸﾛｿﾌﾄｵﾌｨｽｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ講座（ワード：受講者17名 受験者16名 合格者16名 

       エクセル：受講者数17名 受験者15名 合格者14名）（執行額774千円） 

  ③社会保険労務士入門講座（受講者19名）              （執行額175千円） 

  ④保育士講座（受講者35名 受験者20名 合格者17名）       （執行額558千円） 

 （教務課・教職課程運営委員会担当） 

  ⑤教員採用試験対策講座 8月24、25、28、29、30、31日（受講生8名） （執行額56千円） 

 （就職支援課担当） 

  ⑥秘書検定講座（受講者67名 準1級受験者9名  合格者1名、 

                 2級受験者77名  合格者39名）    （執行額692千円） 
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  ⑦就職筆記対策講座 非言語コース    受講者26名 

            標準コース     受講者29名        （執行額908千円） 

２ 奨学金 

 （１）学業成績優秀者奨学金           4名         （執行額6,320千円） 

              (特に優れた学業成績優秀学生に対する授業料免除制度    （補助金586千円) 

 （２）小池厚之助賞                     75名         （執行額3,600千円） 

 （３）経済的困窮学生に対する学費等免除奨学金 0名         （執行額    0千円） 

 （４）私費外国人留学生奨学金（含、大学院生） 33名         （執行額5,949千円） 

 （５）公的資格取得支援奨学金          4名           （執行額 361千円） 

 （６）特別選抜入試入学者奨学金         1名          （執行額680千円） 

３ 障がいを持つ学生への支援 

４ 学生健康診断・学生相談室など心身の健康管理に関する事業 

  ①学生健康診断受診者 1,351名                 （執行額 3,625千円） 

           （学生結核診断執行額403千円 東京都結核予防費補助金173千円） 

  ②学生相談室利用件数 延べ80件。               （執行額 3,225千円） 

５ 強化クラブ（野球部・アメリカンフットボール部）支援事業      （執行額7,908千円） 

  硬式野球部は、春季・秋季リーグは2部優勝もいずれも入替戦敗退。アメリカンフットボール部 

はエリアリーグ優勝、入替戦敗退。 

６ 高千穂祭（10月20日～22日） 来場者2,252名 

  体育祭（5月27日 登戸総合ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ） 参加約320名  

７ 平成29年度三高商定期戦にて総合3位。 

（Ⅶ） 図書・学術情報 

１ 教員に対するアンケートに基づく雑誌購読の見直しを実施。 

２ 図書・雑誌収集予算                      （執行額 46,432千円） 

 （１）平成29年度の図書および雑誌等の受入状況は以下の通り。 

   ①図書購入 

和   書  2,927冊   9,314千円  

洋   書    454冊  5,136千円 

視聴覚資料     21点    258千円 

         計   3,402冊・点  14,708千円 

②図書寄贈・編入等 

        和      書 210冊       758千円 

        洋      書  16冊         9千円 

        視聴覚資料   4点         4百円 

           計     230冊･点    767.4千円 

③出版物費（図書館分）  19,681千円 

④オンラインデータベース・ジャーナル  

       16点   11,970千円 

⑤平成29年度末所蔵総数 
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和   書 188,333冊  704,910千円（28年度末  185,580冊  696,116千円） 

洋   書  72,925冊  594,926千円（28年度末  72,460冊  589,808千円） 

視聴覚資料  17,241点   80,866千円（28年度末  17,217点   80,610千円） 

  計 278,499冊・点 1,380,702千円（28年度末 275,257冊・点 1,366,535千円） 

３ 機関リポジトリ導入 

  国立情報学研究所のリポジトリサービスに参加し「高千穂大学学術リポジトリ」として、 

 高千穂論叢の公開。 

（Ⅷ） キャリア支援 

１ 就職筆記試験対策講座を実施。（再掲） 

２ 学内企業合同セミナー等各種就職行事の開催。 

３ ＳＰＩ模擬テスト（3年次）を実施。 

４ 学内選抜インターンシップの実施  23社2団体に55名を派遣。 

５ 秘書検定2級･準1級講座を実施。（再掲） 

６ 就職支援システム「求人ＮＡＶＩ」の導入。（継続） 

７ 父母向け就職ガイダンス（2年生、4年生対象）の実施（父母の会との共催） 

（Ⅸ） 志願者・入学者確保 

１ 新聞・雑誌・交通機関等での広報の実施。リスティング広告の実施。（執行額 52,302千円） 

２ オープンキャンパス・高校訪問・相談会・高校への出張講義の実施。（継続） 

高校訪問は、本学への出願状況等のデータ分析に基づき訪問校を決定。原則、全教職員が5月 

から7月の期間に訪問し、全訪問高校数は1079校。 

３ 大学紹介動画を作成し、各イベントの際に上映するとともに本学ホームページに掲出。 

４ キャリアアカデミー進学ナビの実施。 

５ 高校教員対象大学説明会を4月、5月に2回実施。（参加49校） 

６ 一般入試前期合格者父母向け説明会を 2月 18日と 2月 25日の 2回実施。参加者 80組 117名。 

７ 特別選抜入試制度 

  英語・国語入試（前期）、ベスト２教科入試（前期）の各入試において、得点率80％以上の成績 

  上位５位以内の合格者及び、センター入試Ⅰ期２教科型および３教科型各々の合格者のうち、 

 得点率80％以上の成績上位５位以内の合格者に対し、1年次の授業料（６８万円）を免除。 

平成29年度本制度による入学者1名。 

８ 入学検定料の「遠隔地割引」制度を見直し、対象範囲を1都3県（東京・神奈川・千葉・ 

埼玉）を除いた地域に広げ「地方割引」制度と名称を変更。（継続） 

（Ⅹ） 地域社会との連携 

１ 杉並区6大学連携協議会（女子美術大学、東京女子大学、東京立正短期大学、明治大学、立教 

  女学院短期大学、本学）の情報誌を発行。 

  首都圏西部大学単位互換協定により他大学生受け入れ。（延べ9名 派遣学生なし） 

２ 杉並区との共催による公開講座のテーマ「社史の魅力」を8月26日、9月2日、9日、20日 

  の4日間、開催。（参加者延べ642名） 

３（社）新日本スーパーマーケット協会による通算第11回寄付講座として、春学期「経営学特別 

講義」 
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（担当：藤井理事長（教授））を開催、受講者延べ402名の地域住民を受け入れ。 

４ 杉並区図書館ネットワーク加盟校として登録した杉並区民に対する図書資料の閲覧・貸出。 

（Ⅺ） 学生支援組織との連携 

１ 父母の会  9月に行われた父母懇談会4会場に本学教職員を派遣。（継続） 

        3年生保護者対象「就職ガイダンス」を平成29年6月、2年生保護者対象「就職 

ガイダンスを平成30年2月に実施。 

（Ⅻ） 情報公開 

１ 広報誌｢クォータリー高千穂」を年5回発行（継続）。      （執行額  4,897千円） 

２ 文部科学省事業である「大学ポートレート」に参画し、本学の情報を公開。 

３ ホームページにて財務情報として、「貸借対照表」、「決算書注記」、「資金・消費収支計算書」、 

  「財産目録」「キャッシュフロー計算書」「事業報告書」「監査法人及び監事の監査報告書」を 

 公開。（継続） 

（XⅢ） 管理運営 

１ キャンパス施設・設備の整備執行額は以下のとおりである。 

 （１）大学施設・設備関係 

    ①投球練習場増設工事                    （執行額12,280千円） 

    ②杉並校地インフラ外構工事                 （執行額24,810千円） 

    ③防災井戸設置工事                      （執行額4,379千円） 

 （２）主な補修事業 

    ①5号館外壁修繕工事                    （執行額33,912千円） 

    ②3号館・5号館空調改修工事                 （執行額4,210千円） 

 ２ 職員健康診断は実施医療機関2医院を継続した。                 （執行額 4,752千円） 

３ 理事長主催による全専任事務職員に対するSD研修会を平成29年7月27日実施。 

  又、全専任･任期付教育職員に対するSD研修会を平成29年6月27日実施。 

４ 学園の将来に備え主たる財政処置として、計画的特定資産の充実化を図る。 

（執行額  4億2千150万円） 

  ①大学施設拡充引当特定資産（2号基本金）    150,000千円（継続） 

  ②高千穂育英基金（3号基本金）          21,505千円（継続） 

  ③減価償却引当特定資産（任意積立金）       250,000千円（継続） 

（XⅣ） 幼稚園関係 

１ 恒例のフェスティバルを6月10日（土）に実施。 

２ 障害児の受け入れ 8名 （執行額2,634千円） 

  （東京都私立幼稚園特別支援学校等経常費補助金6,272千円 私立幼稚園等心身障害児教育対策

費補助金688千円） 

３ 預かり保育の継続実施。                      （執行額3,407千円） 

   （東京都私立幼稚園等預かり保育推進補助金1,960千円） 

４ 春・秋の遠足実施（小金井公園、神代植物園、野川公園、砧緑地公園、芋ほり（川越））。 

（実施経費607千円） 

（杉並区私立幼稚園等園外保育補助金336千円） 
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５ 園児内科検診・歯科検診の実施。                  （実施経費150千円） 

（杉並区私立幼稚園等園児健康管理補助金 100千円） 

 

（総評） 

 上述の事業報告は毎年２月に実施される理事会主催のヒヤリングにおいて学園内全ての事務部門及

び委員会より提出される当該年度事業報告を理事会にて集約したものである。ここでは、この事業報

告に基づき特に留意すべきと思われる事項について自己点検･評価の総評として記述する。 

（１）学園財政については大学における平成24･25･26･27･28年度の５年間における入学定員（550 

名）未充足の結果、平成29年度においても、基本金組入前収支差額は（旧）7・8号館解体費 

約１億1,000万円が計上されてはいるものの支出超過となった。 

今日まで学園関係者全ての方々による様々な工夫・努力を積み重ねて参りましたが、入学定員 

550名の確保に向け、さらなる御尽力を御願いするものである。 

（２）体育館の完成により、学生に対する施設・設備上の安全確保もほぼ達成されてきたものと思わ 

れる。今後も学園財政の安定化を図りつつ旧耐震基準による構築物である４号館の新築を検討 

する。 

（３）既述の（Ⅱ）1,（4）①にみるように入学年度により多少の違いはあるものの、依然として 

除籍・退学者比率に課題がみられる結果となった。簡単に解決できる課題ではないものと思わ 

れるが、さらなる工夫・努力を重ねて参ることとしたい。 

（４）（Ⅷ）1（1）、（2）にみる通り４号館を除く全ての学内構築物は新耐震基準により建設された 

ものではあるが、今後はこれ等既構築物の補修事業が必要とされることとなる。 

学園関係者全ての方々による協力の下、可能な限り学園全体としての経費節減に取り組むこと 

が求められる。 

 

 

以  上 

 

        


